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騒音障害防止のためのガイドラインの解説

　本解説は、「騒音障害防止のためのガイドライン」の趣旨、運用上の留意点、内容の説明を記した

ものである。

「１　目的」について

　騒音性難聴は長期的には減少傾向にあるが、現在においても多くの発生をみており、看過できない

状況にある。

　また、近年、国際労働機関（ＩＬＯ）、国際標準化機構（ＩＳＯ）等の国際機関や欧米諸国において、

新たに等価騒音レベルを用いた騒音ばく露の許容基準が提案されている。

　こうした動向を踏まえ、従来からの騒音障害防止対策を見直し、今般、騒音レベルの測定、測定結

果の評価に基づく騒音対策、健康管理、労働衛生教育からなる「騒音障害防止のためのガイドライン」

を定めたものである。

「２　騒音作業」について

　別表第１は、労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第 32 号）第 588 条及び第 590 条の規定に基づ

き、６月以内ごとに１回、定期に、等価騒音レベルを測定することが義務付けられている屋内作業場

を掲げたものであり、別表第２は、各種の測定結果から等価騒音レベルで 85dB（Ａ）以上になる可

能性が大きい作業場を掲げたものである。

　なお、これらに掲げられていない作業場であっても、騒音レベルが高いと思われる場合には、本ガ

イドラインと同様な騒音障害防止対策を講ずることが望ましい。

「３　事業者の責務」について

　本ガイドラインは、標準的かつ必要最小限と考えられる対策を体系的にとりまとめたものである。

したがって、事業者は、これをもとに騒音作業の実態に応じた騒音発生源対策、伝ぱ経路対策等を講

ずる必要がある。

　また、本ガイドラインを適正に運用するためには、労働衛生管理体制の整備と各級管理者の活動が

基本となるが、騒音作業に従事する労働者がその趣旨を理解し、対策の遵守、協力に努めることも極

めて重要であることから、適切な労働衛生教育を実施することが不可欠である。さらに、機械設備等

製造業者が、騒音発生源となる機械設備等について、設計、製造段階からの低騒音化対策に努めるこ

とが必要である。

「５　作業環境管理及び作業管理」について

（１）等価騒音レベル

　等価騒音レベルについては、日本工業規格（ＪＩＳ）の Z8731（1983）において「騒音レベル

が時間とともに変化する場合、測定時間内でこれと等しい平均二乗音圧を与える連続定常音の騒

音レベル。単位デシベル、単位記号はｄＢ（Ａ）。」と定義されており、次の式で表される。


